





















































































































































































































































































1 , 2 , 4 , 8 , 16, 32,等々のように，幾何数列〔等比数列〕の形で増
















　したがって，αが１から2, 2＼ 2＼･‥‥‥，（ヱが,Ｚ･oから2:co, 2'-x^, 2^x0,
……）と等比数列的に増加するとき，欲求充足の総量の増加量は, ^log 2，
ゐlog 2≒^log 23，･……，つまり，総量自体は, OO, Oo十みlog 2，So＋2ゐlog 2，
So＋3ゐlog 2， ･……のように等差数列的にしか増加しない（本文に見られる



































































































































































































































































































































Arnold Jacob Cohen Stuart 1855-1921, Bijdrage tot de theorie der progressieve
inkomstenbelasting, Den Haag, 1889｡は，非常に興味ある著作ではあるが，残念
ながらオランダ語で書かれている。この著作においては，総じて最近のオランダ
の著作家たちのケースと同じように，犠牲原則は次のような意味に理解されてい
る。すなわち，各人は彼に可能な享受総計から，同じ割合Quoteを納付すべきで
ある，と。もちろん，その他の事情にして等しければ，これは，上述した全員へ
の均等主観的享受犠牲の要請よりも，はるかに強度の累進を招来することになる
であろう1）四1）。
－109(172)－
　にもかかわらず，私の見るところでは，総生活享受の総計は，そもそも算定し
えない量である，という真剣な異論が，とりわけここで成立する。容認しうる結
末に到達するために，実際にコーエン・ストゥーアルトは次のような手順をふん
だ。すなわち，彼は最低生存費によってすでに確保されている，最も基本的な欲
求充足を，享受総計から単純に除外するのである。それも，生活そのものは，生
活享受の内に含められてはならないがゆえに，それを含めた計算は，重複計算と
なるであろうという，おそらくは若干大胆な主張のもとに，そうしたのである1)。
となる。すなわち，ｒはＪに無関係に，ｓのみによって決まる値となり，比例税となる。
したがって，税の累進は生じないことになる。
　もちろん，コーエン・ストゥーアルトの原典に接しえた後には，この訳注は改める必
要が生ずるかも知れない。
－108(173)－
S. 164
　さて，どうであれ，とにかく私見によれば，犠牲説がどのような形態をとろう
ともｊこの説にたいする主要な反論は，なおつねに次の点に存し続ける。すなわ
ち，犠牲説が租税分配の問題を，なさるべき国家経費支出の意味ないし重みと
の，あらゆる関連から恣意的に解放してしまう，という点がこれである。この場
合には，あるいは，全種類の国家活動を等しく不可避的なものである，と見なさ
ざるをえないであろう。そしてこれは，すべての可能な予算請求は無造作に承認
さるべし，という有難い帰結に到達させることになるであろう。もしくは，同じ
〔秤量〕操作を個人に関しておこなうことなしに，この経費の総体にとっての重
要性を探究する。そしてこれと，必要とされる総犠牲との秤量をなすこと，が可
能であると（ワーグナーとともに）考えざるをえないかである。-このこと
は，私には絶対に考えられないことのように思われる。
　これにたいし，たとえそれが非常に欠陥のある個々人の私的判断といえども，
人がその国家給付の，彼にとっての，（語の最広義での）重要性についての判断を
課税の基礎とするとしよう。この場合には，実質的にはあらゆる先験的な租税分
配理論を拒否することになる。かくして租税分配は，単純に総経費協賛審理の帰
結として姿をあらわすであろう。
　純粋価値理論的な点においては，この後者の方法は，そもそも，さまざまな
人々の主観的価値評価をではなく，むしろ，同一の人間の諸主観的価値評価を，
－107(174)一
互いに比較するだけでよい，という長所をもっている。前者は圧倒的に困難で，
厳格に考えると解決不可能な課題というものでさえある。これにたいして後者
は，各人がその生活のそれぞれの瞬間において，やむをえず，ある程度解決して
いるような課題なのである。
－106(175)－
